
令和６年度山形県共同受注センター事業業務委託基本仕様書 
 

１ 事業の目的 

本県の就労継続支援Ｂ型事業所（以下「Ｂ型事業所」という。）の利用者の工賃水準の向上

を実現するため、企業や行政等（以下「企業等」という。）から発注・調達に関する情報を収

集して取引の斡旋・紹介等を行う山形県共同受注センター（以下「センター」という。）を設

置し、Ｂ型事業所の受注機会の確保と売上の向上を目指す。 

 

２ 事業の委託期間 

委託期間は、令和６年４月１日から令和７年３月 31日までとする。 

 
３ 事業による支援対象者 

支援対象者は、県内のＢ型事業所とする。※令和５年 12月 1日現在 174か所 

ただし、Ｂ型事業所の受注の確保に影響のない範囲で就労継続支援Ａ型事業所を対象とす

ることができる。 

また、センターの利用にあたっては、登録制とし、支援対象者が受託者に直接申込みを行

うものとする。 

 

４ 業務の内容 

（１）人員配置 

次のとおり配置すること。 

・コーディネーター（原則フルタイム勤務２名） 

企業等への訪問、発注企業と受注Ｂ型事業所の仲介等を担当。 

・事務職員（１名程度、パート勤務可） 

発注情報の整理、事業の経理、「山形県ふれあいパートナーシップ企業」（※別紙参照） 

の情報誌作成、その他関連する業務を担当。 

（２）コーディネーターによる企業等の情報収集 

① 県内のＢ型事業所が取り組む作業の内容や作業への対応能力、企業等からの受注状況を

把握すること。 

② 専門コンサルタント（下記（５）に記載）の助言を受けながら、企業等に訪問し、Ｂ型

事業所に発注可能な業務（物品及び作業等）の情報を収集すること。 

③ Ｂ型事業所の現状に合わせた業務の分割を提案すること。 

（３）Ｂ型事業所と企業等のマッチング 

① 企業等から依頼のあった発注情報を登録事業所に周知すること。 

② 登録事業所の中から受注可能なＢ型事業所を企業等に紹介すること。 

③ 複数のＢ型事業所で対応する必要がある発注案件は、事業所間の調整を行うこと。 

④ 必要に応じて、契約手続きの助言や進捗管理、検品を行うこと。 

（４）センターの周知広報 

センターの運営に必要な情報を積極的に発信すること。また、企業等及びＢ型事業所が

情報を入手しやすいようホームページを運用すること。 

（５）専門コンサルタントによる助言指導 

受注実績の向上及び戦略的な事業運営を行うことを目的に、外部の専門コンサルタント

（１社以上）から、訪問先の検討、発注情報及び受注案件の分析・評価等について定期的



に専門的なアドバイスを受けること。 

（６）関係機関との連携 

市町村や経済団体、障がい者の就労支援機関、他都道府県の共同受注センター等と情報

交換や打合せ等を適宜行うこと。 

（７）「山形県ふれあいパートナーシップ企業」の募集・管理 

① 上記（２）②の企業等への訪問と併せて、Ｂ型事業所の売上増に積極的に協力する企

業を「山形県ふれあいパートナーシップ企業」として募集し、連携・協力企業の拡大を図

ること。 

② 登録の受付や登録証の交付を行うこと。 

③ Ｂ型事業所の生産活動や登録企業が行う連携・協力の取組み等を情報誌等にまとめ、

登録企業等へ提供すること。 

 

５ 業務報告 

毎月の業務実施状況を翌月 10日までに作成し、報告すること。 

※主な報告事項 

企業等訪問の実績、ヒアリング内容、マッチング成立の実績（発注企業名、受注事

業所名、受発注内容等）、ふれあいパートナーシップ企業登録数、その他必要な事項 

 

６ 留意事項 

（１）センターの営業日は、原則、平日とすること。 

（２）外見上、センターの事務所と分かるように表示すること。 

（３）発注企業と受注事業所のマッチングにあたっては、常に公平性・中立性を担保し、特定

のＢ型事業所に受注等が偏ることがないよう努めること。 

（４）業務を行う上で知り得た企業等やＢ型事業所の情報等（個人情報を含む）について、守

秘義務を遵守するとともに管理を徹底すること。また、業務委託終了後も同様とする。 

（５）本委託業務によって発生した苦情等に、責任を持って対応すること。 

（６）業務遂行にあたり疑義が生じた場合には、県と協議の上、業務を進めること。 

（７）本委託業務の一部を第三者に委託する場合は、再委託先ごとに業務の内容、再委託先の

概要及びその体制を明確にして、事前に県と協議し、承認を得ること。 

（８）その他、仕様書に定めのない事項で、かつ業務遂行上必要となる事項については、その

都度、県と協議の上、決定すること。 

 

７ 仕様書の作成 

  仕様書は、基本仕様書及び選定事業者の企画提案書に基づき、県と選定事業者が協議の上、

作成する。 


